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研究成果の概要（和文）：津波データ同化方法，特に観測点の選択方法と観測誤差のビーム角度依存性を考慮し
た方法を開発し，津波予測精度を向上させた．国内海洋レーダ局を用いて受信信号に混入するノイズおよび混信
の状況を考慮したハードウェア，ソフトウェア上での信号処理法を検討した。伊勢湾の海洋レーダを用いて河川
水流入に伴う塩分低下の波浪計測への影響，並びに波浪スペクトルを推定するための適切な品質基準について考
察した．波浪スペクトルを推定するための新たな深層学習モデルについても検討した．ジャワ島南部沿岸域住民
を対象とした津波避難に関する意識調査，2018年パル津波の被災住民を対象とした津波避難行動の実態調査と記
録映像を分析した．

研究成果の概要（英文）：A tsunami data assimilation method, particularly a method for selecting 
observation points and a method that accounts for the beam angle dependence of observation error, 
has been developed to enhance the tsunami prediction performance. Signal processing techniques on 
hardware and software have been studied in consideration of noise and interference conditions in 
received signals using domestic ocean radars. The effects of salinity reduction due to river water 
inflow on wave measurements and appropriate quality control criteria for estimating wave spectra 
have been discussed using ocean radars in Ise Bay. A novel deep learning model for estimating wave 
spectra has been also examined. A survey on tsunami evacuation awareness among residents in the 
southern coastal area of Java Island, and a survey and video recordings of tsunami evacuation 
behavior among the residents affected by the 2018 Palu tsunami have been analyzed.

研究分野： 海岸工学，沿岸海洋学

キーワード： HFレーダー　津波　波浪　住民避難
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義：海洋レーダで計測された流速の誤差分布やその時間変動について，他測器によるデータとの比較
（実施が非常に困難）ではなく，EOF解析とSelection Ruleを適用することで，把握できることを示せた．低塩
分海域におけるレーダを用いた波浪計測方法について方向性を示せた．文化や行動規範の異なる２カ国で津波避
難行動について検討することによって，津波避難のトリガーや今後の展開についてより深い理解が得られた．
社会的意義：ここで得られた知見や技術は，現在，民間企業が日本沿岸全域に展開を試みている海洋レーダに適
用可能であり，今後，よりきめ細かな津波や波浪情報の提供につながることが期待される．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
地震波解析に基づく津波警報第１報は，巨大地震津波などに対し過小になる可能性が高い．津波
による人的被害を減らすには，沖合での津波計測が極めて重要である．海洋レーダは，陸棚縁か
ら港湾域まで津波をシームレスに計測する能力を有する．津波計測性能は背景ノイズなど電波
環境に依存するため，その統計的評価には１年程度の観測が必要であり，その評価については紀
伊水道陸棚斜面部に限られていた．また，レーダの津波避難への応用は手付かずの状態であった．
インドネシアは，海底地滑りや火山活動に伴う非地震性の津波を含む多様なタイプの津波が発
生するなど，日本と多くの類似点を有している．一方で，電波環境や波浪条件，宗教・文化の影
響を受けた災害観や防災の歴史的変遷という点では相違点も多い．本研究では，我々の知見や技
術をインドネシアに適用することでそれらの課題を発見し，その解決を通じてレーダ津波防災
技術の飛躍的な発展を目論んだ． 
２．研究の目的 
日本政府はインドネシア政府と協力しつつ 2019 年 12 月にジャワ島南岸に 2 局のレーダを設置
し観測を開始した．当初，研究者への観測データ提供について準備が進められていたものの，新
型コロナウィルスの影響やインドネシアの国内事情により事業関係者間のスムースなコミュニ
ケーションが困難となり，また，同時にレーダの動作状況も不安定化していった．そこで，レー
ダに関する技術開発は，国内レーダの受信波を利用し，避難に関しては，ジャワ島沿岸部の住民
に対するヒアリング等を実施することとした．国内レーダについては，実績のある紀伊水道に加
え，新たに伊勢湾や遠州灘でのデータを活用した．具体的な目的を以下に示す．  
（１）レーダ流速測定に固有の誤差，すなわち誤差のビーム交差角度依存性を明らかにし，依存
性を考慮したデータ同化手法を開発し，津波予測精度の向上を図る。なお，既往の研究では交差
角度依存性を考慮せず，空間的に一様に測定誤差（東西方向，南北方向）を与えている． 
（２）短波帯周波数を利用する海洋レーダにおける電磁環境とそれが観測に及ぼす影響を明ら
かにし，流速や波浪の観測に対してノイズの影響低減を図る．インドネシア（16MHz）と近い周
波数（13.5MHz）で運用されている国内レーダ（静岡県御前崎市設置）を用いて検討を進める．
電離層や大気現象（特に雷）の状況は赤道直下とは異なるが，近い周波数であり近距離での伝搬
特性が似ていること，ともに国際短波放送周波数帯に近いことなどを考慮した． 
（３）レーダによる波浪計測は，海面での散乱強度に依存するが，塩分が低い汽水域では，
電気伝導率の低下により受信強度が弱化する(Gurgel et al., 1999)．インドネシアの雨季には
この現象が顕著になると予測される．ここでは，わが国の代表的な汽水域の一つである伊勢湾
において，ベイズの定理に基づく波浪スペクトル逆推定法(BIM)の適用性を検証するとともに，
精度向上に効果的な品質確保 (Quality Control: QC)を導入した新たなアルゴリズムを開発する． 
（４）日本とは国民性の異なるインドネシアの人々の避難行動特性を明らかにし，両国間の避難
行動の相違点を解明する．また，陸棚縁から港湾域まで津波を面的にシームレスに計測する能力
を有する海洋レーダの津波検知技術の強みを最大化することを目指す． 
３．研究の方法 
（１）ビーム方向誤差を一定とし，東西方向，南北方向流速の測定誤差のビーム角度依存性を最
尤法に基づいて明らかにする．続いて，2014 年 4 月 1 日の 00:00-16:39 に紀伊水道で計測された
データに経験的直行関数(EOF)を適用し，ノイズ成分を抽出し理論と比較することで，理論の正
確性と EOF による誤差推定の可能性を検証する．角度依存性を考慮した誤差をデータ同化実験
（最適内挿法）に応用し津波波形の再現を試みる．実験では，単純な地形（水深 500 m，直線海
岸）と円形の津波波源（波高 1 m と 5 m）を用い，海岸に上の 2 局のレーダで津波を計測した． 
（２）SDR（Software Defined Radio：ソフトウェア無線）を用いて，海洋レーダ使用周波数の周
辺周波数帯における電磁環境を計測し，レーダにて受信されるノイズの時空間特性を把握する．
続いて，表層流速や波浪計測へのノイズの影響とその抑制法を検討する．  
（３）国交省中部地方整備局が伊勢湾沿岸に設置した海洋レーダ 3 局（N 局，T 局，O 局）
で観測されている DS を用いて波浪計測手法を検討する．同時に湾内に設置された波浪計及
び水質計のデータを用いて海洋レーダで計測された有義波高の検証，並びにその誤差要因
の考察する．海域において 2016 年から 2018 年までの 5 つの出水イベントを解析期間とし
て選定し，波浪計設置 2 箇所における有義波高ܪ௦を Barrick 式（Barrick, 1977）で計算した． 
（４）ジャワ島南部沿岸域の住民を対象とした津波避難に関する意識調査，および 2018 年パル
津波の被災住民を対象とした津波避難行動の実態調査と記録映像分析を実施する．現在のイン
ドネシア社会では，直感に基づいて避難行動の有無を決定する人々が大多数を占めているが，将
来的には日本社会と同様に，事前の避難計画や防災教育が充実し，避難開始の判断に論理性を有
する人々が増加することが予想される．この点を踏まえ，「直感判断型住民」と「論理判断型住
民」の関係性についても，東日本大震災における生存者の証言記録を用いた分析を行った． 
４．研究成果 
（１）EOF によるノイズ成分の確率分布について理論と比較したところ，分布の主方向や分布
形状に対する角度依存性について良い一致を見せた（図 1）．そこで，誤差のビーム交差角度依
存性を考慮した場合と，既往の研究と同様に誤差を空間的に一様とした場合で，津波データ同化



実験を行い両者の比較を行った．その
結果，依存性を考慮した方が，海岸での
最大波高とその到達時刻を用いた評価
で 29％程度正確性が向上することを確
認した．依存性を考慮しない場合，観測
誤差が大きい地点での観測値の重みを
過大評価してしまうためである(Sahana 
et al., in revision)． 
（２）SDR 受信機によるモニタの結果，
レーダ受信部高周波段の BPF(Band Pass 
Filter)の通過帯域にも強力な放送波が
存在することで，レーダ周波数帯域外
であっても強力な放送波による混変調
を起こし受信周波数帯に混入したり，
広帯域な初段受信アンプが飽和する可
能性を確認した（図 2）．特に短波帯で
は電離層の季節や日周期変動により伝
搬状態が変化し，放送を含めて短波帯
通信ではその変化に対応して使用する
周波数や時間帯が変化する．御前崎市
設置のレーダには，夕刻から早朝にか
けてノイズレベルが約 20dB 上がり SN
比が劣化していた． 
 ノイズ影響軽減の方策として，受信
機内でのフィルタの狭帯域化と受信ゲート信号の整形を行うことにより，必要な距離範囲内の
情報を含む信号強度が増し SN 比を改善できることを確認した．また，アレイアンテナ処理にお
いて，適応ビームフォーミングである MVDR を用いることでドップラスペクトルの SN 比が改
善できること，到来方向推定法の MUSIC を用いることで，特にボアサイトから離れた方位で従
前方法に対して同じ SN 比でも精度が高いことを確認した。 
（３）波浪計が設置されている湾内 2 箇所において有義波高の精度検証を行った．観測点近
傍の格子点において各時刻に計算されたܪ௦（最大数：24）をみると，その最小値ܪ௦,（図
3(b)及び(c)の太実線）が有義波高の観測値ܪ௦とよく一致していた．一方，流量ピーク後（図
中矢印），ܪ௦の計測精度の著しい低下が確認され，特に河口近くに位置する Stn. A で顕著で
あった（図 3(b)）．これは淡水化に伴う電気伝
導率の低下（図 3(a)）により SN 比が減少し
たためである． 
 DS の 2 次散乱に外的ノイズが混入すると，
SN 比の増加をもたらし，結果としてܪ௦は過大
評価される．これが SNR を QC 基準として用い
ることが難しい理由であると推察される．そこ
で，DS から波浪スペクトルを推定するための
QC 基準として Barrick 式の活用を検討した．こ
こでは，ܪ௦，SNR のそれぞれを QC 基準とし
て用いて BIM を適用することで，有義波高を計
算し，これらを比較することで，ܪ௦の QC 基準
として用いることの有効性を検証した．結果と
して，ܪ௦の QC 基準としての活用は，波浪スペ
クトル推定に有用な DS を選択し，有義波高の
精度向上に寄与することがわかった． 
（４）インドネシア人の津波避難行動のトリガ
ー分析：インドネシア人の避難行動を調査した
先行研究をレビューした結果，津波災害時に避
難した理由（避難トリガー）は，頻度の高い順
に．行政からのメッセージ，避難者の目撃，揺れ，津波の目撃，海からの異音，他者の声である
ことが明らかになった．これらの情報発信源は，インドネシアにおいて地域に切迫感を醸成する
典型的なものである．  

2018 年インドネシア・パル津波における情報発信源と切迫感の関係：2018 年パル津波で記録さ
れた CCTV カメラの映像を分析し，同定できた 53 名の情報発信源の暴露状況を時系列で整理し
た結果，68%の人々が津波来襲前に避難を開始していたが，揺れを感じてすぐには避難を開始し
ていなかった．避難者の目撃は揺れに次いで生成される情報発信源であるが，津波来襲前に生成
された避難者の目撃の影響度は来襲後に比べて小さく，継続的に作用することで徐々に地域の
切迫感を醸成する性質があることがわかった．さらに，別の場所で記録されたスマートフォンの
映像を分析し，同定できた 278 名に対して同様の分析を行った結果，少なくとも 5 名が大声で避

 

図 3  2018 年 8 月 19 日〜8 月 29 日における流
量・電気伝導率(a)，計測された有義波高（(b) Stn. 
A，(c) Stn.B）の時系列 

 
図 1 (a)計測誤差分布. (b)-(e)代表点でのノイズ流速成分

確率分布とレーダビーム（緑線，赤線）交差角度の関係． 

 
図 2 レーダ使用周波数帯の近隣周波数のスペクトル例．
1～5 は，放送局を含む他の無線局の信号と推定される． 



難を呼びかけており，「他者の声」としての情報発信源となっていた．その情報発信源の影響範
囲には 30%の人々が含まれており，呼びかけの言葉が聞き取れる距離でなければ影響度は小さ
いことが判明した． 
避難行動シミュレーションと住民の判断タイプ：パル湾東海岸の住宅エリアを対象に避難行動

シミュレーションを実施した結果，揺れによって醸成される切迫感のみで避難を開始する住民
の割合を 28%とする必要があること，2018 年パル津波における揺れの影響度は 2011 年石巻の事
例の 2 倍とする必要があることが明らかになった．また，地域に醸成される切迫感を高める要因
として，これまでは行政や住民による呼びかけなどの情報発信源に限定してその特徴が分析さ
れてきたが，地震発生からの時間経過など住民を取り巻く状況の変化も地域に醸成される切迫
感に大きな影響を与えていることが明らかになった．避難開始判断における論理性の有無によ
って住民は「論理判断型」と「直感判断型」に分類される．東日本大震災の証言記録を分析した
結果，全体として，論理判断型と直感判断型の住民の比が 2 対 8 であること，災害経験の有無や
防災教育によって潜在的な論理判断型住民の割合が増減し，災害時に彼らの判断条件がどの程
度満たされるかによって地域差が生じることが明らかになった． 
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